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「上場会社における不祥事予防のプリンシプル」（案）に寄せられたパブリック・コメントの結果について

日本取引所自主規制法人では、「上場会社における不祥事予防のプリンシプル」（案）を本年 2 月 21 日に公表し、3 月 14 日までの間、広く意見

の募集を行い、その結果、11件のコメントが寄せられました。

本件に関してお寄せいただいた主なコメントの概要及びそれに対する当法人の考え方は以下のとおりです。

番

号

コメントの概要 コメントに対する考え方

１．総論

1 ・ 本プリンシプルの策定に賛同する。 ・ 貴重なご意見を頂戴し、ありがとうございます。

2 ・ 本プリンシプルの各原則と関連させて示されている問題事例は、問題事例と原

則の関連がわかりやすいよう、より具体的な記述とすべきではないか。

・ 問題事例は、上場会社が公表した調査報告書等から、

各原則に関連する事例のうち主なものをご参考とし

て紹介しているものですが、ご指摘を踏まえ、一部

をより具体的な記載に改めることとしました。

3 ・ 本プリンシプルにおける「不祥事」とは何かを明示すべきである。

・ 「不正（Fraud）」や「コンプライアンス違反（Violation of Compliance）」

以外にも、事故、失敗やミス、外部からのサイバー攻撃による被害等であって

も、当該企業が対応を誤った場合や情報の報告や公開が適切でなかった場合な

ども含まれるのか。

・ 本プリンシプルにおける不祥事とは、当法人の『上

場会社における不祥事対応のプリンシプル』（2016
年 2 月公表）における説明と同様、重大な不正・不

適切な行為等を基本として想定しており、本プリン

シプルの冒頭にその旨を追記いたしました。

・ 本プリンシプルの活用という観点からは、企業価値

の毀損や社会に及ぼす悪影響の深刻さに照らし、実

態に即して判断することが適当と考えます。

4 ・ 不祥事対策としては、予防だけでなく早期発見も重要である。原則４に限らず、

表題や趣旨書きにおいてもその旨を明記すべきではないか。

・ 早期発見が重要であることには賛同いたします。本

プリンシプルの原則１～３の取組みを通じ、コンプ

ライアンス違反を早期に把握し、迅速に対処するこ

と（原則４）など、全体を通じて早期発見の重要性

を説いており、こうした早期発見も含めて予防とい

う整理で記載しております。

5 ・ 各原則に関する説明の間に重複が見られるため、各原則相互の関係についての ・ ６つの原則のうち、原則１から４までは、不祥事発
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解説があると理解の促進につながる。

・ 原則１から３までの取組みを通じて原則４を達成し、それを状況に応じて原則

５及び６の内容にまで応用するといった原則相互の関係に関する説明を冒頭

に置くこともあり得る。

生を未然に防止するサイクルの定着を目指す原則４

の目的を果たすために、原則１～３までの各視点か

らの取組みを求めるという、不祥事予防のために重

要となる基本的な枠組みを示しており、全ての上場

会社が意識すべきポイントと位置付けております。

・ これに加えて、必ずしも全ての上場会社にあてはま

るものではないものの、昨今の特徴的な不祥事事例

から教訓として得られた今日的な原則として、グル

ープ会社経営の視点で捉えた原則５と、サプライチ

ェーンの視点で捉えた原則６を据えています。

6 ・ 原則４は、本プリンシプルの目的を掲げているのであるから、最初に記載され

るべきである。また、昨今の企業環境における原則５や原則６の重要性に鑑み

ると、これらを特則のような形で書くのではなく、その内容を原則１から原則

４の中に取り込むべきである。

7 ・ 原則１の実態把握と原則５のリスクの検討は、同一原則、又は関連させて記載

されるべきと考える。実態把握を行ったのみでは不祥事予防のための行動をと

ることはできず、把握した実態をリスク評価をすることで初めて具体的な行動

への第一歩となる。

・ 原則５では、多種多様なグループ形態、グループ管

理手法があり得るなか、その構築に当たってリスク

の高低などの諸要素が考慮されることを想定してお

ります。

・ 一方、原則１～４については、本プリンシプルの基

本形としてリスクの高低にかかわらず目指すべき姿

を提示しておりますが、実際に上場会社がこれらに

基づいた行動を行う場合に、リスクの高低を加味す

る局面もあると考えられます。

・ 本プリンシプルは不祥事予防を対象にしたものであ

って、全ての事業リスクを対象としたものではあり

ません。

8 ・ 原則５において「リスクの高低」の考慮について言及されているが、グループ

管理の場面に限らず、いわゆるリスクベースドアプローチの視点をもう少し明

確に打ち出すべきではないか。

9 ・ 企業価値を毀損するリスクはコンプライアンス・リスクに限られないから、こ

れでは対象が狭すぎる。コンプライアンス・リスクを含めた事業リスク全般を

管理するためのプリンシプルにすべきである。

10 ・ 「1-1」等は原則の解説であることを明記すべきである。 ・ ご指摘のとおり、表題で「Ⅲ．各原則の解説」と明

記しているように、これらは解説です。明確化のた

め、各解説にもその旨を明記いたしました。コーポ

レートガバナンス・コードにおいて「補充原則」が

コードの一部を構成しているのとは異なります。
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11 ・ 上場会社の取組みを進めやすくする観点から、本プリンシプルにおいて、主

語・主体を明確にすべきである。

・ 本プリンシプルにおいては、可能な限り簡潔な文章

を保ちつつ、各社の機関設計、社内体制に応じた柔

軟な検討を求めるため、あえて具体的に主語を明示

していません。むしろ、各社の実態を踏まえ、それ

ぞれのアクションを取るに適した主体を特定すると

ころから、ご検討いただきたいと考えております。

12 ・ 本プリンシプルの冒頭に「とりわけ経営トップによるリーダーシップの発揮が

重要」とあるが、経営トップだけでなく、取締役会による監督機能の発揮も重

要であることを明記してはどうか。

・ 取締役会や上場会社の構成員など、経営トップ以外

の重要性を否定するものではないですが、ここでは、

特に経営トップの意識や取組みが重要であるという

ことに焦点を当てるため、「経営陣、とりわけ経営ト

ップ」という記載にしております。

13 ・ 経営トップだけでなく、上場会社の全構成員が不祥事予防の意識を持つことが

重要であることを明記してはどうか。

14 ・ 経営者の意識の重要性は強調してしすぎることはないので、経営トップの意識

が重要であることをさらに強調してはどうか。

15 ・ プリンシプル中に「経営陣」という表現があるが、「経営者」としたほうがよ

りトップに焦点があたるのではないか。

16 ・ 本プリンシプル全体において、内部監査部門の整備・強化・活用等に関する記

載を充実させるべきではないか。

・ 不祥事予防における内部監査部門の重要性はご指摘

のとおりであり、解説 2-2 も内部監査機能の発揮が

重要であることを前提とした記載としております

が、各社に生じ得る不祥事の様態は様々であり、各

社の実態に応じた機関設計、社内体制の検討をして

いただくため、特定の組織の在り方などの具体的な

取組内容に係る記載は最小限としております。

17 ・ 本プリンシプルが対象とするのは上場企業であることから、不祥事予防のイン

センティブは「自社の不利益を防ぐため」のみではなく、「自らの利益のみを

追求すればよい存在ではなく、社会の公器として不祥事発生を防ぐ社会的責任

があること」を説く必要があるのではないか。

・ 上場会社の社会の公器としての責任の重要性には賛

同いたします。ご指摘のような社会的責任を果たす

ことが、上場会社が持続的に企業価値を維持・向上

するために必要であると考えています。

18 ・ 「Ⅰ．趣旨」において、本プリンシプルは、「プリンシプル・ベースの指針」 ・ ご指摘のとおり、『上場会社における不祥事対応のプ
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であると明記されているが、具体的にはどういう意味か。本プリンシプルの実

施が上場規則で強制されるものではなく、また「コンプライ・オア・エクスプ

レイン」の対象ともならないことは明記すべきではないか。

リンシプル』と同様、本プリンシプルの各原則を実

施することが上場規則で強制されるものではありま

せん。なお、本プリンシプルの今後の活用状況によ

っては、不祥事予防の取組みに関する情報開示の在

り方等について、将来における検討課題となること

も考えられます。

19 ・ 本プリンシプルの内容を充足していない上場会社に対して、日本取引所自主規

制法人が、一定のアクションをとるなどの措置を講じないのであれば、上場会

社としては守っても守らなくても同じであり、いわゆる「心得」を求めた程度

のものにすぎず、プリンシプルとしての実効性に著しく欠ける。本プリンシプ

ルの実効性を確保すべく、例えば、本プリシンプルを上場会社の開示項目に組

み込む、上場審査・管理の考慮事項とする、本プリンシプルは役員等の責任の

有無を判断する材料となりうることを明記するなどの措置を講じるべきであ

る。

・ 不祥事の発生による企業価値の毀損を防止すること

の重要性にかんがみれば、経営者にとっても本プリ

ンシプルを活用して不祥事予防の取組みの実効性を

高めることは有益であり、インセンティブとなり得

ると考えられます。

・ また、上場会社に助言等を行う法律専門家や会計専

門家、さらには広く株主・投資者の皆様にも本プリ

ンシプルが共有され、企業との対話の中でご活用い

ただくことで、本プリンシプルの実効性が高まるこ

とも期待しているものです。

・ なお、上場管理においては、特設注意市場銘柄への

指定や改善報告書の徴求の対象となった上場会社が

不祥事の根本的な原因の解明や再発防止策を検討す

る際に、『上場会社における不祥事対応のプリンシプ

ル』とともに本プリンシプルが一つの拠り所となる

と考えられます。

20 ・ 不祥事予防のためのモデルを学術的な研究活動の対象として知見を深め、その

成果を公表することも抑止効果を高めることにつながるのではないか。

・ 当法人では、ご指摘を踏まえ、各種媒体への寄稿及

びセミナー等を通じて、本プリンシプルの理解促進

に取り組んでまいります。21 ・ 本プリンシプルは、上場企業の不祥事の予防に向けて意義のあるものと考える

が、どのようにすればこれを上場企業が活用する動きが広まるか、その活用促

進策の検討も不可欠ではないか。
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・ 本プリンシプルを実施したことのメリットを示し上場会社が真摯に取り組む

インセンティブづけを検討すべきでないか。

22 ・ 自主規制法人において、社会の価値観や不祥事の形態の変化などを踏まえて適

宜改訂していくことが、本プリンシプルの存在価値を高めることにつながると

考えられる。

・ 今後も、必要に応じて見直し等を検討してまいりま

す。

23 ・ 本プリンシプルの英語版を作成・公表し、海外の投資家・株主にも共有され、

活用されることを期待したい。

・ 本プリンシプルが広く海外の株主・投資者の皆様に

も共有され、活用していただけるよう、英訳版を作

成・公表いたします。

２．各原則

（１）原則１

24 ・ コンプライアンスが狭義の法令遵守に限られない点に異論はないが、「ステー

クホルダーへの誠実な対応」を含むとする考え方は必ずしも一般的でないので

はないか。

・ 当法人では、本プリンシプルの策定にあたって、コ

ンプライアンスには、ステークホルダーへの合理的

で誠実な対応も含まれるとの理解に依拠していま

す。例えば、理不尽・不当な要求に全て応えること

まで想定したものではありません。

25 ・ 分かりやすさの観点から、どのようにして実態把握の仕組みを運用していく

か、について具体的な示唆があってもよいのではないか。

・ 本プリンシプルにおいては、実を伴った実態把握の

重要性とその際の留意点について記載しています

が、そのための具体的な取組内容を述べるものでは

ありません。

・ これは、具体的な取組内容を提示することでかえっ

て一律の型を押し付けることとなる弊害を防ぎ、各

社が実態に即して様々な創意工夫をしていただくこ

とを重視しているからです。対外発信の方法につい

ても同様です。

26 ・ 人事を固定化せず、一定のサイクルでローテーションすることも検討要素とし

て追加すべきである。また、長期連続休暇、権限の適正な分配も検討すべきで

ある。

27 ・ 内部通報民間事業者向けガイドラインにもあるように、外部専門家のチェック

を入れる仕組みを記載することも考えられる。

28 ・ 対外発信の方法について例示した方がよいと考えられる。

29 ・ 本プリシンプルでは、解説1-3その他において「レポーティング・ライン」と

いう用語が複数回使用されているが、この用語は英語の場合は、報告だけでは

なく、指揮命令系統をも含意すると理解している。

・ ご指摘のとおり、「レポーティング・ライン」には情

報の伝達経路のみならず指揮命令系統も含むものと

理解しております。原則１の解説 1-3 においては、
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・ もしここで報告経路・情報の伝達経路を念頭に置いているのであれば、カタカ

ナに頼らずに、やはり日本語でそのように表記することが疑義を避けるうえで

適当である。カタカナを使用するのであれば、代替的に、レポーティング・ラ

インの用語に続けて括弧書きで、何を意図した用語かを明示することもよいだ

ろう。いずれにせよ、誤解が生じないように文意を明確にされたい。

このうち、主に現場から経営陣への情報伝達を念頭

に置いております。

・ なお、原則５の解説 5-1 においても「レポーティン

グ・ライン」という用語を用いておりますが、ここ

では指揮命令系統が機能することも重要ですので、

その点を明示しております。

30 ・ 解説1-4のように、対外発信を「外部からの監視による規律付けを働かせるこ

とも効果的な取組みの一つ」と位置付けることには賛同するが、対外発信が自

社の実態・実情と整合的であることが極めて重要であることについても言及す

べきではないか。

・ 対外発信が実態・実情と整合的であることは情報開

示の大前提です。整合的であるかどうかについても、

そうした情報開示を受け取ったステークホルダーか

らの監視・規律付けが働くものと考えられます。

31 ・ 「性善説」では不正防止はできない、不正は必ず起こるという前提での対応が

必要であることを明記すべきである。

・ ご指摘のとおり、解説4-1において、「どのような会

社であっても不正の芽が常に存在しているという前

提に立つべき」との記載をしております。

（２）原則２

32 ・ 原則２の「適切な組織設計」に関して、会社法上の機関設計の選択によって内

部監査部門の位置付けが異なる点を注記すべきではないか。

・ 原則２及びその解説においては、各上場会社の会社

法上の機関設計の選択や、内部監査等の機能を担う

組織の位置づけは、個々の上場会社によって様々に

異なり得ることを前提に、どのような組織設計であ

るかに関わらず共通して実現すべき実務の在り方

を、原則（プリンシプル）として記載しております。

・ ご指摘のとおり、リスク管理部門は、業務リスクの

管理の面から執行部門を支える機能を担うものであ

り、その役割の重要性については賛同いたします。

・ 特定の機関を置くことを形式的に求めているような

誤解を与えないよう、それぞれの機関ごとに詳細に

説明を行ってはおりませんが、各上場会社が、コー

ポレートガバナンス・コードや既存のフレームワー

33 ・ 不祥事発生につながる要因を監査・監督機関が自ら調査するというのは現実的

とはいえない。

34 ・ 金融庁が本年2月6日に公表した「マネー・ローンダリング及びテロ資金供与

対策に関するガイドライン」26頁が明記するように、「三つの防衛線（three lines 
of defense）」の概念の下では、第 2 線と第 3 線の役割分担が明確であり、第 3
線は第2線の統制の有効性を監査することが求められている。

・ しかし、原則２、とりわけ解説2-2の記述は、監査機関（第3線）と監督機関

については書いているものの、リスク管理の中核となるリスク管理部門（第 2
線）について言及されておらず、明らかに不備がある。

・ したがって、第2線であるリスク管理部門と第3線である内部監査部門の双方

を記述し、双方に求められる役割を明確に記述すべきである。
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35 ・ 原則２と解説2-1、2-2では、監査機関、監督機関として複数の機関等をひとく

くりにしているが、それぞれ別の機能があるものであるため、もう少し、丁寧

に書き分けるべきではないか。

ク等も参考に、各社の実態に即した適切な態勢を構

築していただくことを期待しております。

36 ・ 解説2-2の第二段落における「監査・監督機関」に内部監査部門が含まれると

しても違和感はないが、第三段落における「監査・監督機関」に内部監査部門

が含まれるとすると内部監査に対する期待ギャップを生じさせかねない。

・ 解説 2-2 第三段落においても、内部監査部門が手続

き面での適正性確保に係る内部牽制機能を果たす場

合はあるものと考えます。

37 ・ 解説2-1の「実力とかけ離れた利益目標の設定や現場の実態を無視した品質基

準・納期等の設定」がコンプライアンス違反を誘発することにつながることへ

の警鐘は、近時の著名事例を勘案したものと認識している。しかしながら、利

益目標の設定がコンプライアンス違反につながる事例があったとしても、常に

そうなるものではないのではないか。

・ 本プリシンプルにより問題として指摘すべきことは、コンプライアンス違反を

誘発する要因とならないように留意するように注意を促すことなのではない

か。

・ ご指摘のとおり、実力とかけ離れた利益目標の設定

や現場の実態を無視した品質基準・納期等の設定が

コンプライアンス違反を誘発する要因となり得るこ

とについて注意を促す趣旨です。

38 ・ 監査・監督機関の職責として、コンプライアンス違反の兆候に適切に注意を払

うことのほか、違反の兆候への対応において、経営陣任せにしてはならないこ

とがあろう。

・ ご指摘のとおり、経営陣任せにすべきではなく、各々

が「使命感を持って対処」（解説2-2 第二段落）する

ことが重要と考えます。

39 ・ 原則２の第三段落に対応した解説2-3を新設することが適当ではないか。 ・ 原則２の第三段落については、解説 2-2 の第一段落

において説明をしております。

40 ・ 不祥事予防のためには、経営者による仕組みづくりに加え、不断の教育・研修

も重要ではないか。

・ ご指摘いただいた対応も方策の例として考えられま

すが、その実行に当たっては各社の実態を踏まえ、

ご検討いただきたいと考えております。41 ・ 内部通報制度の高度化に加え、所謂 RegTech 等の IT 技術を導入することが考

えられる。また、監査機関については、専門的な教育が不可欠であることを明

記すべきである。たとえば、民間の資格とは言え、公認内部監査人（CIA）や

公認不正検査士（CFE）などを取得し専門性を有する者による実施も推奨、又

は紹介すべきである。

42 ・ 独立性のある監査役会・監査委員会・監査等委員会に直属する従業員を一定人
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数確保することについても言及されたい。

（３）原則３

43 ・ 原則３では、中間管理層の意識と行動の重要性を説くにとどまらず、中間管理

層に対する経営層からの支援の必要性や仕組み作りの必要性についても説か

れるべきと考える。

・ ご指摘のとおり、中間管理層に対する経営層からの

支援や仕組み作りは重要であり、「経営陣が、その役

割を明確に示し、評価する」（解説 3-2）といった、

経営層によるアクションも必要と考えられます。

44 ・ 解説3-1では、双方向のコミュニケーションが充実すること及びコンプライア

ンス意識の共有が不祥事の予防につながることが第一段落で取り上げられ、双

方向のコミュニケーションの充実のための方策が第二段落で取り上げられて

いるが、さらに、不祥事予防の観点から、双方向のコミュニケーションの充実

の意義や充実がもたらす効果などを他にもあげるべきではないか。例えば、双

方向のコミュニケーションが、コンプライアンス違反に関する情報が迅速に伝

達されることにつながるなどを示すことを検討すべきではないか。

・ ご指摘のとおり、双方向のコミュニケーションによ

り、コンプライアンス違反に関する情報が迅速に伝

達されることにつながると考えられます。本プリン

シプルでは原則３の第三段落にあるとおり、「こうし

たコミュニケーションの充実がコンプライアンス違

反の早期発見に資する」という効果についての記載

を行っております。

45 ・ 解説3-2で、双方向のコミュニケーションの充実を進めるうえで中間管理層が

重要な役割を果たすことを明らかにしているのは正当と考える。

・ 中間管理層がそのようなハブ機能を果たすためには、経営陣が中間管理層の役

割を示すことももちろん重要だが、「職責として」そのような役割を果たすこ

とが「求められる」ことを明示することを促すべきではないか。積極的に評価

する、という程度の指針ではやはり弱く、不十分な結果となりかねないのでは

ないか。「評価」の意味は、職責を果たしているかの評価をするという意味で

の「評価」として、プラスの評点をつけるという程度の意味での「評価」では

不十分ではないか。

・ 中間管理層の役割について「職責として」という定

義は行っておりませんが、解説 3-2 の「経営陣のメ

ッセージを正確に理解・共有して現場に伝え根付か

せるとともに、現場の声を束ねて経営陣に伝えると

いう極めて重要な役割」との記載にその趣旨を含ん

でおります。

・ 解説3-2において「経営陣が、その役割を明確にし、

評価するとともに」との記載については、中間管理

層のみに過大な負担を求めるのではなく、経営陣の

コミットと支援を得て、その役割の認識と社内での

定着が図られることが重要と考えるものです。

（４）原則４

46 ・ 原則４では、万が一、社内監査や通報などにより不正やコンプライアンス違反

の疑いを認識した場合には、素早い対応により、事実を把握し、影響はどの程

・ ご指摘のような対応は重要であり、『上場会社におけ

る不祥事対応のプリンシプル』において、不祥事に
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度なのかを調査する力、そしてステークホルダーへ報告・開示する力、被害の

回復、第三者委員会の設置や法的な対処、処分等をする力（自浄作用を発揮す

る力）を備えておくことを加えるべきであると考えます。

直面した上場会社に強く期待される対応や行動に関

する原則を述べております。

47 ・ 不祥事の予防において、企業文化の果たす役割を正面から捉え、これを適切に

位置付けるとすれば、企業文化は、内部統制基準における６つの基本要素の一

つである統制環境における重要な要素の一つである。そのような観点からすれ

ば、原則４や解説4-1における「企業文化」という表現の使われ方には、違和

感が残る。「こうした一連のサイクルが企業文化として自律的・継続的に機能」

するとある箇所は、「企業文化として」という部分を削除しても文意は通るし、

その方が自然なのではないか。もし残すのであれば、このサイクルが「企業文

化として機能する」ことは、特にどのようなことを意図しているのか、明確に

されたい。

・ 不正の芽の早期発見と迅速な対処、それに続く業務

改善までの一連のサイクルを回すという意識・行動

が「企業全体に根付くことが重要である」という意

味を強調するために「企業文化として」という文言

を用いております。

48 ・ 一連のプロセスとして定着を図るべきものは、「早期発見と迅速な対処、それ

に続く業務改善」までではなく、さらに「業務改善・再発防止策の実施」（下

線部分を追加）とすべきではないか。

・ 原則４本文の「業務改善」は、解説 4-1 の第二段落

にあるとおり、コンプライアンス違反の原因を解明

したうえでの業務改善ですので、再発防止策の実施

を含むものです。

49 ・ 解説4-1の第二段落にある「横展開（他部署・他部門・他のグループ会社への

展開）」は、語感として分からなくはないが、明確に言葉で「何を」他の部署

等に展開していくことを意味するのか、具体的に記述すべきである。

・ ご指摘を踏まえ、「同様の違反や類似の構図が他部

署や他部門、他のグループ会社にも存在していない

かの横展開」に記載を改めました。

50 ・ 解説4-2では「経営陣がこうした活動に取り組む姿勢や実績を示すことで、全

社的にコンプライアンス意識を涵養できる」とするが、「ＡをすることでＢと

なる」とまで言い切ることができるのか、結果の保証があるわけではない点で、

疑問が残る。行動を促すという本プリンシプルの趣旨からは、経営陣に向けて、

コンプライアンス意識の涵養を念頭において、こうした活動に取り組む姿勢を

実績を示すなど真摯に取り組むべき、とするのが適当ではないか。

・ 次に、コンプライアンスに対する取り組み姿勢や実績を示すことについて、経

営陣に求められる行動をもっと具体化するならば、取り組み姿勢を定期的に示

・ ご指摘いただいた内容と同様の趣旨を述べているも

のです。

・ 「実績」という記載については、「こうした活動に取

り組む姿勢や実績」という文脈において、「活動に取

り組む実績」という意味で明確であると考えており

ます。

・ ご指摘を踏まえ、継続的な取組みの必要性について

明確化するため、記載を改めました。
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すこと（一回限りでは定着しない）が必要である。また、「実績」が何を意味

するかが明確でない点を考慮すれば、「対応状況や実績」などとして、具体的

にどのようなものを示すことが定着につながるのか、読み手にイメージしやす

いように工夫すべきではないか。

51 ・ 解説4-1において、不祥事予防・早期発見のためには、現場部門、リスク等管

理部門、内部監査部門による 3 つのディフェンスライン（Three Lines of 
Defense）の仕組みが有効であるほか、CAATs 等の IT 活用も有効でありう

ることを明記すべきである。

・ ご指摘いただいた方策は重要と考えておりますが、

本プリンシプルは、その実現にあたっての方策につ

いて個別に列挙するものではなく、各社の実態に合

わせた様々な創意工夫をしていただくことを期待し

ております。

52 ・ 企業不祥事発生後にこれを隠す、証拠を破棄する、虚偽報告をする、見て見ぬ

ふりをする（放置する）、などの「二次的不祥事」を回避する側面を解説に加

えることが望ましい。また、不正が発生した時点において、内部通報が機能す

ることや適切な社内情報共有によって早期に不正への対応が可能となり、「二

次不祥事」を未然防止できる側面を解説に加えることが考えられる。

・ ご指摘の観点も、解説 4-1 に記載した不正を芽のう

ちに摘み、重大な不祥事に発展する前に迅速に対処

することに含意されているものと考えます。

・ ご指摘いただいた点のうち、経営陣に正しい情報が

伝わらないような状況については、解説 1-3 におい

て記載している「正確な情報が現場から経営陣に確

実に連携されるメカニズム」が機能することで防ぐ

ことが出来ると考えております。

・ 同じく解説 1-3 において、通常の業務上のレポーテ

ィング・ラインと、それが目詰まりした場合に備え

た内部通報等が、それぞれ経営陣に正確な情報が届

けられる仕組みとして機能することが重要である旨

を記載しております。

53 ・ 不正の「種」と不正の「芽」を意識して区別すべきであるように、不正が行わ

れていないがその原因にある段階と、小規模ながら不正が行われた段階は区別

すべきである。

・ 原則４では、重大な不祥事に発展する前の段階の迅

速な対処を求めており、ご指摘の各段階のいずれも

これに含まれるものと考えます。

（５）原則５

54 ・ 原則５の「グループ全体を貫く経営管理」は、「グループ全体を貫く内部統制」 ・ ご指摘のように、グループ全体で内部統制が働くこ
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と変更してはどうか。 とは重要と考えられますが、原則５では、内部統制

だけでなく、監査役等の監査、会計監査人による監

査の実効性確保及び取締役会による監督なども含む

趣旨で、「経営管理」という文言によって、幅広くグ

ループ会社の管理に言及しております。

55 ・ 解説5-1において、報告系統、指揮命令系統のほか、監査機能だけしか言及さ

れていないが、牽制機能にも言及すべきではないか。経営管理体制を整備すべ

き第一義的責任は執行部にあるが、これを監督機関や監査機関が適切に監視・

監査すべきことにも言及し、それぞれの責務を明確に示すことが適当ではない

か。

・ グループ会社の経営管理においても牽制機能の発揮

が重要であることはご指摘のとおりであり、原則２

で述べた経営陣や各機関の職責の全うが重要である

と考えます。

56 ・ 「いたずらな投資判断は結果的に不動産や投資の減損のおそれを生じ、株主価

値を毀損することを慎重に回避するため、デューディリジェンス（ＤＤ）は、

ファイナンシャルアドバイザー（ＦＡ）だけでなく、弁護士法人や会計士も踏

まえて、未来志向で検討し、取締役会で決議する「態勢」が望ましい。」と記

載したほうが良いのではないか。

・ ご指摘のように、重要な投資判断に当たっては、必

要かつ十分な情報収集を行うことが重要であり、そ

の際に法律専門家や会計専門家の意見を踏まえるこ

とはそのための方策の一つと考えられますが、具体

的な取組内容に係る記載は最小限としております。

（６）原則６

57 ・ 原則６は、原則１から５とは性質の異なる問題を取り上げている点で、不祥事

予防プリンシプルとしての位置付けが分かりにくい面がある。そこで、指針の

中で、この原則６が想定している場面を想像して対応を検討しやすいような配

慮をした記述などを追加した方がよいのではないか。例えば、製品・サービス

や不正事案の性質によって、①法的にも責任を負う場合と②社会的な責任を踏

まえた対応が求められる場合とあることなどの相違点を明確に示していくこ

とが適当ではないか。「自社の業務委託先等において問題が発生した場合」が、

自社の社会的信用の毀損につながるだけでなく、法的な責任追及が自社にも及

ぶものを、他とは明確に書き分けることなどにより、問題となる場面が分かり

やすくなるように整理することが適当と考える。また、海外で問題となった事

例に関して、日本的な考え方の枠内だけで考えていると、対応を誤り、企業価

・ 原則６は、今日の産業活動の実態を踏まえた重要な

メッセージであり、多くの上場会社にあてはまると

考えています。ご指摘のように、法的な責任を負う

場合及び社会的な責任を踏まえた対応が求められる

場合の双方を含みます。いずれの場合も、日頃から

サプライチェーン全体を展望し、先を読んで危機に

備えておくことが重要であり、こうしたことにより

リスクが顕在化した際に、迅速かつ的確な対応をと

ることが可能になるものと考えられます。
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値の毀損につながりかねないことについて警鐘を鳴らすなどの対応をするこ

とも、適当かもしれない。

58 ・ 原則６において「サプライチェーンにおける当事者としての役割を意識し、そ

れに見合った責務を果たすよう努める。」との記載があるが、サプライチェー

ンの関係に限らず、業界横断的な不祥事予防の対策も重要と考える。

・ 解説 1-2 でも業界慣行の点検について謳っていると

ころです。自社だけでは解決できない課題について、

ご指摘のような取組みが必要となる場面もあり得る

と考えます。

59 ・ サプライチェーンのリスク管理においては、特にESG（環境・社会・統治）の

問題が顕在化することが多いので、ESGをキーワードとして挿入しておくべき

である。

・ ESGの目標や規範に著しく違背することは不祥事と

なり得ると考えられますが、本プリンシプルでは不

祥事全般を対象としていることから、特にESGを取

り出しての言及はしておりません。

60 ・ 原則６の事例との関連で、解説にリスクの記載、例えば英国の 2016 年現代版

奴隷労働防止法や、米国のドット・フランク法に基づく紛争鉱物開示規制など

を例示して、販売法人進出時に調査を行うことや外部の法律情報サービスなど

を活用してリスク予防の取り組みを行うことを明記することが望ましい。

・ 本プリンシプルにおいて、全体を通じてリスク管理

について記載していますが、そのための具体的な手

段を全て述べるものではありません。

・ 具体的なリスクについては、個々の上場会社によっ

て様々に異なり得るため、各社の実態に即してご検

討いただくことが考えられます。

61 ・ 原則６において、「努める」とあるが、場合によっては法的義務になることも

ありうるため、そのことを明記すべきである。

・ 原則６においては、法的義務がある場合にはその義

務を果たすことは当然の前提とした上で、そうした

義務が生じない場合にも、当事者としての役割を意

識し、それに見合った責務を果たすよう努めること

を謳っております。

62 ・ 原則６及び解説において、仕入先・販売先等を巻き込んだ不祥事である循環取

引も念頭に置いた内容とすべきである。

・ 原則６は、委託・受託の契約などより幅広く形成さ

れているサプライチェーンにおいて、その全体像と

自社の役割等を意識していただくことが目的の 1 つ

です。ご指摘のような点も不祥事予防には効果的で

あると思われますが、各社の実態を踏まえ、各社の

ご判断で取り組んでいただくべきものと考えており

63 ・ 商取引においては、常に「最終顧客」の存在を確認することが大事であること

を、さらに強調すべきである。
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ます。

※上記のほか、用語・表記等に関するご意見もいただいておりますが、いずれも貴重なご意見として検討の参考とさせていただきました。

提出者：1～4, 11, 12, 18, 21～25, 29, 30, 33, 37～39, 44, 45, 47～50, 55, 57＝第一東京弁護士会 総合法律研究所 会計・監査制度研究部会 有志、2, 4, 26
～28, 31, 34, 41, 42, 52, 53, 63＝不正の早期発見研究会 有志、 6, 7, 10, 16, 19, 36, 51, 61, 62＝日本内部監査協会、 5, 8, 24＝長島・大野・常松

法律事務所 有志、 7, 13, 17, 43, 58＝PwCアドバイザリー合同会社 フォレンジックサービス、 1～4, 9, 14, 15, 20, 32, 34, 35, 40, 46, 54, 
56, 59, 60＝個人

以 上


